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総
務
省
統
計
局
は
16
年
２
月
26
日
、
２
０
１
５
（
平
成
27
）

年
国
勢
調
査
（
基
準
日
＝
15
年
10
月
１
日
）
の
人
口
速
報
集
計

結
果
を
公
表
し
た
。
以
下
、
そ
の
概
要
で
あ
る
。

　
⑴
　
全
国
の
状
況

　

国
内
の
総
人
口
は
１
億
２
７
１
１
万
47
人
（
男
性
６
１
８
２

万
７
３
０
５
人
、
女
性
６
５
２
８
万
８
１
０
人
）
で
、
前
回
２

０
１
０
年
調
査
結
果
の
確
定
値
（
１
億
２
８
０
５
万
７
３
５
２

人
）
比
94
万
７
３
０
５
人
（
０
・
７
％
）
減
と
な
っ
た
。
１
９
２

０
（
大
正
９
）
年
の
国
政
調
査
開
始
以
来
、
総
人
口
の
減
少
は

初
め
て
。
世
帯
数
は
５
３
４
０
万
３
２
２
６
で
、
前
回
（
５
１

９
５
万
５
０
４
世
帯
）
比
１
４
５
万
２
７
２
２
（
２
・
８
％
）
増

と
な
っ
た
。

　

都
道
府
県
別
で
は
、
人
口
増
加
は
８
都
県
（
東
京
、
埼
玉
、

千
葉
、
神
奈
川
、
愛
知
、
滋
賀
、
福
岡
、
沖
縄
）
に
と
ど
ま
り
、

39
道
府
県
で
減
少
し
た
。
東
京
、
神
奈
川
、
埼
玉
、
千
葉
の
４

都
県
人
口
の
総
人
口
に
占
め
る
割
合
は
約
３
割
（
28
・
４
％
）
に

上
り
、
東
京
圏
へ
の
人
口
集
中
の
進
行
が
見
て
取
れ
る
。
増
加

率
で
は
沖
縄
県
が
３
・
０
％
増
と
最
も
高
く
な
っ
た
。

　

減
少
率
で
は
前
回
と
同
じ
く
秋
田
県
が
最
も
高
く
、５
・
８
％

（
６
万
３
１
５
８
人
）
減
と
な
っ
た
。
次
い
で
、
東
日
本
大
震
災

で
被
災
し
た
福
島
県
が
、原
発
事
故
の
影
響
も
あ
っ
て
、５
・
７
％

（
11
万
５
４
５
８
人
）
減
と
な
っ
た
。
減
少
数
で
は
北
海
道
が
12

万
２
８
４
０
人
（
２
・
２
％
）
減
と
最
多
。
大
阪
府
が
初
め
て
減

少
に
転
じ
、
２
万
６
３
３
７
人
（
０
・
３
％
）
減
と
な
っ
た
。

　

市
町
村
別
で
見
る
と
、
全
国
１
７
１
９
市
区
町
村
の
う
ち
、

人
口
減
と
な
っ
た
の
は
１
４
１
６
市
町
村
で
、全
体
の
82
・
４
％

を
占
め
た
。

　
⑵
　
北
海
道
の
状
況

　

全
道
人
口
は
５
３
８
万
３
５
７
９
人
（
男
性
２
５
３
万
６
６

４
８
人
、
女
性
２
８
４
万
６
９
３
１
人
）
で
、
前
回
（
５
５
０

万
６
４
１
９
人
）
比
12
万
２
８
４
０
人
減
、
減
少
率
２
・
２
％
と

な
っ
た
。
減
少
率
も
減
少
数
も
過
去
最
大
、
減
少
数
が
10
万
人

台
に
乗
る
の
は
二
回
連
続
で
、
都
道
府
県
別
で
最
多
で
あ
る
。

総
人
口
に
占
め
る
割
合
は
４
・
24
％
で
、
前
回
（
４
・
30
％
）
よ

り
さ
ら
に
低
下
し
た
。
１
９
９
５
年
調
査
時
の
５
６
９
万
２
３

９
１
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少
が
続
き
、
こ
の
20
年
で
30
万
８
８
１

２
人
（
５
・
４
％
）
減
と
な
っ
た
。

　

総
合
振
興
局
・
振
興
局
の
区
域
別
で
は
、
増
加
は
札
幌
圏
を

含
む
石
狩
だ
け
で
あ
り
、
全
道
の
44
・
２
％
が
石
狩
に
集
中
し
て

い
る
（
前
回
42
・
６
％
）。

　

世
帯
数
は
２
４
４
万
５
０
２
世
帯
と
な
り
、
前
回
（
２
４
２

万
４
３
１
７
世
帯
）
比
１
万
６
１
８
５
（
０
・
７
％
）
増
と
な
っ

た
が
、
一
世
帯
あ
た
り
人
員
が
２
・
21
人
と
前
回
（
２
・
27
人
）

を
さ
ら
に
下
回
っ
て
お
り
、単
身
世
帯
の
増
加
が
推
察
さ
れ
る
。

　
⑶
　
道
内
市
町
村
の
状
況

　

今
次
調
査
結
果
か
ら
道
内
１
７
９
市
町
村
の
人
口
の
増
減
に

つ
い
て
見
る
と
、
８
市
町
で
増
加
（
前
回
16
）、
１
７
１
市
町
村

で
減
少
と
な
っ
た
。

　

増
加
数
の
上
位
は
、
①
札
幌
市
（
４
万
２
３
９
人
）、
②
千
歳

市
（
２
０
６
０
人
）、
③
帯
広
市
（
１
３
３
２
人
）、
増
加
率
の

上
位
は
、
①
東
神
楽
町
（
10
・
１
％
）、
②
東
川
町
（
３
・
３
％
）、

③
ニ
セ
コ
町
（
２
・
０
％
）
で
あ
っ
た
。

　

減
少
数
の
上
位
は
、
①
函
館
市
（
１
万
３
０
１
０
人
）、
②
小

樽
市
（
１
万
18
人
）、
③
旭
川
市
（
７
２
９
８
人
）、
減
少
率
の

上
位
は
、
①
夕
張
市
（
19
・
０
％
）、
②
歌
志
内
市
（
18
・
２
％
）、

③
音
威
子
府
村
（
16
・
３
％
）
で
あ
っ
た
。
最
少
は
前
回
と
同
じ

く
音
威
子
府
村
の
８
３
２
人（
前
回
比
１
６
３
人
減
）で
あ
っ
た
。

　

市
町
村
の
種
別
に
分
布
を
見
る
と
、
政
令
指
定
都
市
部
（
１

市
）
１
９
５
万
３
７
８
４
人
（
36
・
３
％
）、中
核
市
部
（
２
市
）

計
60
万
５
９
１
４
人
（
11
・
３
％
）、
一
般
市
部
（
32
市
）
計
１

８
３
万
７
１
２
４
人
（
34
・
１
％
）、
町
部
（
１
２
９
町
）
95
万

７
２
７
５
人（
17
・
８
％
）、村
部（
15
村
）計
２
万
８
４
８
２（
０
・

６
％
）
と
な
っ
た
。
う
ち
増
加
し
た
の
は
政
令
指
定
都
市
部
の

み
。市
部（
35
市
計
４
３
９
万
６
８
２
２
人
）と
町
村
部（
１
４
４

町
村
計
98
万
６
７
５
７
人
）
の
人
口
比
は
82
対
18
で
あ
る
（
前

回
81
対
19
）。
町
村
部
は
６
・
７
％
減
と
な
り
、
全
道
の
３
倍
に

上
る
。

　
⑷
　
札
幌
市
の
状
況

　

前
回
１
９
０
万
人
を
超
え
た
札
幌
市
は
、
前
回
比
４
万
２
３

９
人
（
２
・
１
％
）
増
の
１
９
５
万
３
７
８
４
人
と
な
り
、
史
上

最
多
を
更
新
し
た
。
全
国
20
政
令
指
定
都
市
の
中
で
は
、
横
浜

市
、
大
阪
市
、
名
古
屋
市
に
次
い
で
第
４
位
の
規
模
で
あ
る
。

全
道
人
口
に
占
め
る
札
幌
市
の
人
口
の
割
合
は
36
・
３
％
と
な
り
、

前
回
の
34
・
８
％
を
さ
ら
に
上
回
っ
た
。
道
内
人
口
の
札
幌
市
お

よ
び
札
幌
圏
へ
の
集
中
が
さ
ら
な
る
進
行
が
見
て
取
れ
る
。
10

行
政
区
別
で
見
る
と
、
７
つ
の
区
で
増
加
し
た
が
、
南
区
と
厚

別
区
は
前
回
に
続
き
減
少
、
清
田
区
も
今
回
初
め
て
減
少
に
転

じ
た
。

　

今
次
調
査
の
人
口
等
基
本
集
計
の
確
定
値
は
、
16
年
10
月
頃

の
公
表
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

＜

編
集
部
・
正
木
浩
司＞

資
料
紹
介二

〇
一
五
年
国
勢
調
査
・
人
口
速
報
集
計
結
果（
道
内
分
）の
概
要
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※　総務省統計局ウェブサイト掲載「平成27年国勢調査人口速報集計結果表」に基づき作成。
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